
「条約の下での長期的協力の行動のための特別作業部会第２回会合（ＡＷＧ－ＬＣＡ２）」 

及び「京都議定書の下での附属書Ⅰ国の更なる約束に関する 

アドホック・ワーキング・グループ第５回再開会合（ＡＷＧ－ＫＰ５ part2）」 

並びに「気候変動枠組条約第２８回補助機関会合（ＳＢ２８）」 

概要と評価 
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Ⅰ．全体の概要 

 ６月２～１２日、ドイツ・ボンにおいて、「条約の下での長期的協力の行動のための特別作業部会第２

回会合（ＡＷＧ－ＬＣＡ２）」及び「京都議定書の下での附属書Ⅰ国の更なる約束に関するアドホック・

ワーキング・グループ第５回再開会合（ＡＷＧ－ＫＰ５ part2）」が開催され、２０１３年以降の気候変

動に関する国際枠組みに係る議論が行われた。併行して、４～１３日の日程で、「気候変動枠組条約第２

８回補助機関会合（ＳＢ２８）」が開催され、気候変動枠組条約・京都議定書の着実な実施や関連する各

種方法論につき議論された。 

 我が方よりは、小町恭士地球環境問題担当大使、大江博外務省国際協力局参事官、本部和彦経済産業

省審議官、島田久仁彦環境省国際調整官、皆川芳嗣林野庁次長他、外務、文部科学、農林水産、経済産

業、国土交通、環境各省関係者が参加した。 

 

Ⅱ．２０１３年以降の国際枠組み 

１．ＡＷＧ－ＬＣＡ２ 

（１）今次第２回会合では、「適応」、「技術」及び「資金」に関するワークショップを開催するとともに、

バリ行動計画の５つの要素（「共有のビジョン」、「緩和」、「適応」、「技術」及び「資金」）について

議論された。我が国は、各ワークショップにおいて日本の基本的考え方、具体的取組等につき説明

し、議論の進展に貢献した。また、世界の温室効果ガス排出を２０５０年には少なくとも半減する

との長期目標の共有を主張するとともに、９日に福田総理大臣より発表された新たな政策ビジョン

に沿って、我が国自身の長期目標として現状から６０～８０％の削減を掲げて取り組んでいく意志

を表明した。 

 

（２）議長は、今次会合では今後の次期枠組みの検討の素地となる締約国からの具体的な意見提出のテ

ーマ等について合意を得たいとし、これらにつき議長より提案された案を基に議論が行われ、結論

を得た。これにより、ＣＯＰ１５に向けて注力していく論点について方向性が得られた。今後、先

進国の更なる約束に係る交渉の場であるＡＷＧ－ＫＰにおける作業との補完性を念頭に置きつつ、

２つの作業部会の進捗がバランスのとれたものとなるよう、本交渉プロセスの下での作業を着実に

進めていく必要がある。 

 

（３）来年の作業計画については、来年は少なくとも４回の会合を持つことにつき合意するとともに、

追加会合の開催の必要の有無につきＣＯＰ１４までに決定することとされた。 



 

２．ＡＷＧ－ＫＰ５ part2 

（１）本年４月の前回会合に引き続き、附属書Ⅰ国が排出削減目標を達成する手段の分析に関し、特に

以下の項目について議論した。 

①議定書の下での柔軟性措置（京都メカニズム） 

②土地利用・土地利用変化及び林業部門（ＬＵＬＵＣＦ）の取扱い 

③セクター別アプローチ、カバーすべき温室効果ガス・セクター及び排出源のカテゴリー、国

際航空・海運からの排出 

今次会合では初日にラウンドテーブルが開催され、意見交換が行われた後、３つのコンタクトグ

ループ（分科会）に分けて、議論が進められた。また、本会合から、人為的排出の計量方法と温室

効果係数（ＧＷＰ）の議論が開始され、ワークショップが開催された。今次会合では、これら事項

の様々な改善策について、各国から提案された様々な見解を議長の責任の下でまとめたリストが作

成され、その内容について、８月の次回会合で検討することとされた。 

 

（２）我が国からは、①ＣＤＭなどが、現状は世界全体の排出削減につながらないこと、持続可能な開

発への貢献が十分でないこと、開発のコベネフィットが評価される仕組みが必要であること、事務

局の効率的運営が必要であること、②森林の取り扱いルールの検討においては、ＩＰＣＣ第４次評

価報告書にあるように、長期的には持続可能な森林経営が最大の緩和効果を生じさせることから、

そのような取組を促進させるルールが必要であること、③セクター別アプローチは国内外において、

対策の公平性を確保する観点からも、効果的な削減を進める観点からも重要であること、国際航空・

海運からの排出については、ＩＣＡＯ、ＩＭＯが議論をリードすべきこと等の意見を表明した。 

 

（３）今次会合では、附属書Ⅰ国が排出削減目標を達成する手段について、各国から様々なオプション

が出されたが、実質的な議論までには入らなかった。次回の会合では、今次会合でとりまとめたリ

ストを考慮して、附属書Ⅰ国が排出削減目標を達成する手段の分析について結論を出す予定であり、

我が国の考え方に理解が得られるよう取り組んでいく。なお、セクター別アプローチについては、

今回我が国から発表を行い、国別総量目標設定のための科学的な知見を提供すること、セクター毎

の利用可能な最善の技術を明らかにし国際的に削減を進めることについて一定の理解を得ることが

できた。他方、途上国については、セクター別アプローチをバリ行動計画パラ１（ｂ）（ⅳ）の協力

的セクター別アプローチの意に限定して評価する姿勢がうかがわれた。 

 

３．９条レビュー（第２次）準備 

（１）我が国が属するアンブレラ・グループ（非ＥＵの先進国）は、バリ会合での決定（４／ＣＭＰ.３）

において第２次レビューの対象として列挙された５項目以外に、コミットメントの性格、基準年、

遵守制度、発効要件等を対象とすべき旨主張し、これを第２次レビューの対象と位置づけることに

成功した。 

 

（２）決定４／ＣＭＰ.３の５項目については、まず、適応原資にＪＩ、排出量取引からの利益を利用す



ること及び京都メカニズムに汚染者負担の原則を導入することの是非について、事務局が今後テク

ニカル・ペーパーを作成し、議論を続けていくことで一致した。附属書Ｂへの国の追加については、

手続きの簡素化の必要の有無を今後検討していくこととされた。特権免除については、その供与に

は適切な条約による措置が必要との認識で一致し、加えて、短期的な対処法を検討していくことと

なった。京都メカニズムについては、ＣＤＭプロジェクトの地理的偏在の解消方法につき検討して

いくこととされた。また、現行制度のガバナンス、手続規則をいかに改善していくか検討していく

こととなった。気候変動による悪影響の低減に関しては、ＳＢでの検討を踏まえ、適切に行動をと

っていくこととされた。 

 

Ⅲ．個別議題 

１．技術移転 

バリ会合で活動期間延長と検討作業の拡充が合意された技術移転に関する専門家グループ（ＥＧＴ

Ｔ）の２００８年から２００９年までの作業計画が承認され、技術移転の進捗に関する指標の策定方

針等について合意した。また、技術移転促進のためにＧＥＦが作成した「戦略プログラム」の案につ

いて、内容の更なる改善を求め、本年１２月に検討することが合意された。 

 

２．適応 

２００５年に合意された気候変動の影響、脆弱性及び適応に関する５か年作業計画（「ナイロビ作

業計画」）の２００８年から２０１０年にかけての具体的作業内容が合意された。適応に関する既存

の研究成果を収集し、地域の研究ネットワーク等を活用しながら、各国・地域における適応策の策定

に資する情報や知見を効率的に整理・共有していくこととなった。また、適応に関する条約４条８及

び過去のＣＯＰ決定に関する実施状況をＣＯＰ１４時に評価する際の作業指針につき合意した。 

 

３．森林減少・劣化に由来する排出 

途上国の森林減少・劣化に由来する排出の削減を次期枠組みに組み込む方向での検討の開始、実証

活動や能力開発への取組を決定したＣＯＰ１３決定を受け、今次会合では、今後議論が必要となる方

法論に関する課題（推計とモニタリング、基準となる排出レベル、森林減少の場所の移転等）を取り

まとめた。これら方法論的課題は、ＣＯＰ１３決定に基づき６月２５日から２７日に東京で開かれる

ワークショップ（非公開）において議論され、その結果はＣＯＰ１４に報告される。 

 

４．研究・観測 

 決定９／ＣＰ.１１により開催された、締約国と、地域的・国際的な気候変動研究のプログラム・組

織との討論で示された新たな科学的知見を評価し、対話の促進・参加機関の拡大が有益とした。また、

ＩＰＣＣ第４次評価報告書や「ナイロビ作業計画」に関する、ＵＮＦＣＣＣのワークショップ・専門

家会合等で新たに浮上した重要な科学的課題に対し、締約国や研究プログラム・組織が取組を強化す

ることを奨励。さらに、「ナイロビ作業計画」における適応に資する研究の強化とともに、途上国の研

究能力の向上の必要性が強調された。 

（了） 


